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	７　議　事
１．医療と介護の連携推進小委員会の設置及び委員の選出について【資料１・資料１付属】

（委員長）

「医療と介護の連携推進小委員会」については、昨年度の高齢小委員会における「高齢者保健福祉計画、第６期介護保険事業計画」策定の中で新設の提案を受け、平成26年度第４回の本委員会において設置の方向で議論が一致しておりましたが、この度、設置の準備が整ったということで、事務局より提案を受けました。
（事務局）

《資料１・資料１付属により説明》

委員の人選について、髙橋委員、大内委員、鈴木委員、藤川委員、塩谷委員の５名の方を事務局案として提案させていただきます。市民福祉推進委員会以外からの委員については、小委員会で協議の上、小委員会委員長より推薦していただく方向で考えております。
（高齢小委員会委員長）
高齢小委員会の委員長として介護保険事業計画のとりまとめをする中で、医療と介護の連携の必要性を強く感じました。団塊の世代が１０年後には７５歳になり、要介護者が急増することが予測されます。それに伴い、認知症高齢者が急増していくことは容易に予想されることから、地域で安心して暮らしていける取組は急務であります。しかし、現状は医療と介護の連携、特に在宅の医療と介護の連携が不十分です。市民の生活エリアの中で連携していける仕組みが必要です。会議体が増えてしまうという懸念はありますが、高齢者だけの問題ではないため、高齢小委員会ではなく、別の小委員会で議論した方が良いと思います。
（委員）
医療と介護の連携小委員会は、仕組みづくりが目的のようですが、どこまでの仕組みをこの小委員会で決めていくのでしょうか。
（高齢小委員会委員長）

医療と介護の連携小委員会で方向性、案をつくり、本委員会でオーソライズしていくという方向で考えています。
（委員）

　在宅医療支援診療所は、日本医師会の地域医療情報システムによると、狛江市には１つしかありません。隣の市である調布市には２４あり、基盤自体に差があると言えます。急いで手を打っていかなくてはなりません。仕組みをデザインするのは大事なことだと思いますが、並行して施策を実施していかないと間に合わないのではないでしょうか。また、高齢小委員会との関係性はどうなるのでしょうか。
（高齢小委員会委員長）

　小委員会同士で、コミュニケーションを取りながら議論を進めていきたいと思っています。
（委員長）

市の施策の方向性を統一していくためにも、小委員会同士でコミュニケーションを図りながら議論を進めていただくようお願いします。また、地域医療構想について、当委員会の委員が都の医療構想策定部会の委員をされているということなので、報告をお願いします。
（委員）

　地域医療構想は都道府県で策定することになっており、都では2025年のベッド数の総量規制と、２次医療圏の再編の検討を行っています。平成30年度からは、都道府県の医療計画と市町村の介護保険事業計画の整合を図ることになっているため、次期介護保険事業計画では、都の医療計画と整合性のある計画を策定しなくてはなりません。検討の中では、２次医療圏を廃止し、全都で１つの医療圏を構成するというような案も出ています。都の医療事情は特殊で、23区は急性期の医療機関が多く、多摩の方は療養型の医療機関が多いという傾向があります。狛江市はその間に位置しており、医療機関も比較的バランスの良い比率となっています。
（委員長）

　ありがとうございました。それでは、今度は狛江市の医療事情について狛江市医師会の委員へお伺いします。狛江市の在宅医療支援診療所については、どのような現状があるのでしょうか。

（委員）
在宅医療支援診療所は複数の医師がいないと要件を満たせないということがあり、狛江市は個人医院が多いので、なかなか在宅医療支援診療所の開設というところまでいかないのが現状です。
（委員）

狛江市でも現場では、皆さん頑張っています。在宅医療支援診療所は２４時間３６５日の連絡・往診体制が整わないといけないので、医師の先生方の理解・連携がカギとなります。狛江市の中で２４時間３６５日の体制を作っていくのは大変だと思いますが、世田谷区では複数の診療所が協力・連携して在宅医療支援診療所として診療を行っている所があります。
（委員）

地域包括ケア推進協議会はどのような位置づけなのですか。
（委員長）

　地域包括ケア推進協議会については、次回の議題として事務局に整理を依頼しているところです。介護と医療の連携は地域包括ケアの重要な柱なので、小委員会を設置していく必要があると考えています。

（高齢小委員会委員長）

　介護保険事業計画の中では、地域包括ケア推進協議会は地域ケア会議との関係の中で位置づけています。現在のところは大まかなイメージの段階のため、具体化していくには今後議論をしていく必要があります。

（委員長）

それでは各委員の意見を踏まえ、本日付けで医療と介護の連携推進小委員会を設置するとともに、事務局提案の人選案により同委員会の委員を構成するということで承認してよろしいでしょうか。

委員了承

２．平成27年度高齢小委員会開催日時及び審議内容（予定）について【資料２】

（委員長）

本年度の高齢・障がい両小委員会の活動が本格的に開始されましたので、年間の審議内容のアウトラインを示していただきたいと思います。
（高齢小委員会委員長）

　≪高齢小委員会の今年度の活動について資料２により説明≫
狛江市の新しい総合事業の検討については、どのように高齢者の方の生活を支えていくかを考える大事な議論です。再来年度の予算に計上するためには、来年度の秋には予算を積算しなくてはならないので、今年度の後半から来年度の初めにかけてはそこに集中していきたいと考えています。

（委員長）

新しい総合事業についての話が出ましたので、関連の議題として、事務局から情報提供があります。事務局から説明をお願いします。
（事務局）

≪新しい総合事業について【資料４・資料４付属】により説明≫
（委員）

新しい総合事業は高齢小委員会、包括的支援事業は医療と介護の連携小委員会というように理解していただくと分かりやすいかと思います。

（委員長）

　要支援の方の生活上で困っている事は、高所での掃除又は荷物の積み下ろしや、力を要することなど、介護保険事業ではないことも多いのではないのでしょうか。担い手の問題もあり、報酬を伴わない全くのボランティアが支援をする仕組みでは継続的安定的運営は難しいと思います。ある程度の報酬は必要ではないでしょうか。そういうことも含めて、いくつかの検討すべきポイントがあるので、その辺りを高齢小委員会で議論していただきたいと思います。そしてその結果をこの委員会にもフィードバックしていただきたいと思います。

（委員）

　狛江市民としては、他の自治体よりも良いサービスを受けたいと思っていますが、利用料や介護保険料に自治体ごとで差が出てしまうのは、どのような要因に基づくものなのでしょうか。

（高齢小委員会委員長）

様々な要因があり、一概には言えませんが、端的に言うと、入所などの施設サービスが増えると、介護給付費が上がり、介護保険料が増える傾向があります。

（委員）

そうすると、市が介護給付費の少ないサービスに誘導していけば、介護保険料は下がるのでしょうか。

（高齢小委員会委員長）

　在宅での介護をメインにしていくことが肝要です。

（委員）

医療と介護の連携をしっかりしていくことで、在宅介護の継続性が保たれるということでしょうか。
（委員長）

　様々なニーズに対応するために、在宅サービス、地域密着サービス、入所施設のバランスが大切です。狛江市は介護保険施設のバランスが大都市の中では良い方だと思います。
（委員）

　介護保険の保険料等については厚生労働省のホームページで公開されていますので、そこで比較することができます。
ところで、在宅介護に関連した話題として、現在、地域づくり型のリハビリテーションが注目されています。都内では国分寺市、日出町がモデル地域として施策を実施しています。狛江はコンパクトな町なので、このような施策が取り入れやすいのではないかと期待をしているところです。

（委員長）

介護保険では、地域支援事業に充てられる金額は介護給付費全体の３パーセントまでです。そのため、基盤を整備するには他の財源が必要となってしまうこともあり、それも課題の一つとなっています。
高齢小委員会で新しい総合事業の検討をするにあたっては、その辺りも含めた総合的な議論をしていただきたいと思います。大変な作業ですが、大事な部分なのでしっかり検討をお願いします。
（３）平成27年度障がい小委員会開催日時及び審議内容（予定）について【資料３】

（委員長）

続きまして、平成27年度障がい小委員会開催日時及び審議内容について説明をお願いします。

（事務局）

　≪障がい小委員会の活動について資料３により説明≫
（委員長）

　「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」と「障害者計画・障害福祉計画」については、高齢小委員会と障がい小委員会で調整して、評価の方法を統一していただきたいと思います。介護保険法と総合支援法ではそれぞれ財源の担保などが違うので、全く同じにはならないとは思いますが、全く違うとこの委員会で評価しにくいので、両委員会で調整していっていただきたいと思います。
４．その他【資料５】

（委員長）

最後に、「第６期介護保険事業計画に基づく施設整備」について事務局から報告があります。

（事務局）

≪資料５により説明≫

（委員長）

　今年度は認知症対応型通所介護事業所を１か所新設、認知症対応型のグループホームを２か所新設し、加えて小規模多機能型居宅介護事業所を１か所開設する予定ということです。また、来年度は定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と夜間対応型訪問介護をそれぞれ１か所、特別養護老人ホームを１か所整備する予定ということですが、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所は運営がなかなか難しいようです。私の知っている事業所も、採算が取れず廃止を検討している所があります。狛江市で定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が開設したら、事業の実施状況についても報告していただくようお願いします。
（委員）

　特別養護老人ホームの待機者は何人くらいいるのですか。
（事務局）

　現在約３００人の待機者がいますが、今年度施行された介護保険法の改正で、入所できる方の要件が要介護３以上になったので、待機者の中から要介護２以下の方を除くと約１７０人となります。その中には入院している方もいらっしゃるので、本当に必要な方の数はこの施設を整備することでちょうど足りるのではないかと見込んでいます。
（高齢小委員会委員長）

最近では、介護職員が集まらなくて開設できない事業所も多いと聞くので、市で何らかの施策を講じた方がよいのではないかと思います。
（委員長）

　小田急線沿いは介護職員が集まりにくいとも聞きます。それについては、市では何ともできないとは思いますが、職員が集まらなくて事業所が開設できないということにならないように事業所と連携をとりあっていっていただきたいと思います。
さて、次回は地域包括ケアの推進を議題とする予定です。障がい者の方の地域包括ケアについても、重要な問題です。狛江市自立支援協議会ではどのように議論をされているか、確認をしながら進めていかなくてはなりません。
地域包括ケアについては、非常に様々な課題がありますが、全国的に不足しているのは住宅の確保と介護の問題です。サービス付き高齢者向け住宅は、家賃が高く、質にもばらつきがあります。狛江市はサービス付き高齢者向け住宅を誘致しようという全国的に見ても珍しい取り組みを行っています。ぜひじっくり検討していただきたいと思います。
また、審議機関が非常に多いことも課題の一つです。当委員会、各小委員会との役割分担も含め、整理をして、見直しをしていきたいと思います。次回の委員会で、地域包括ケア推進協議会のあり方について皆様に素案をお示ししたいと思っております。
（委員）

前回の第１回委員会で配布された資料２について、文言整理をするということになっていたと思いますが、どのようになっていますか。
（事務局）

　確認をして、後日お答えいたします。

（委員）

　和光市では、障がい者だけではなく、子どもも含めた地域包括ケアシステムが確立されています。
（副委員長）

　子ども子育て施策は非常に幅がひろく、すぐには結論が出る問題ではありません。しかし、狛江市では子ども家庭支援センターが非常に頑張っていて、狛江市の取り組みとして昔から積み重ねてきているものがあるので、そこにどのように新しいものをつなげていくかを考えていかなくてはいけないと思っています。また、実績を上げている部分についても評価していきたいと思います。
（委員）

　前回の委員会で質問をした、地域包括ケアについてどこの部署が責任を持つのかということについては、どういう結論になったのでしょうか。

（委員長）

　地域包括ケアというのは、今までの縦割り行政、例えば介護保険を主管する部署だけではできません。組織を横断的に調整することのできる、独立した部門をもつべきではないかと思います。

（委員）

狛江市では、居住支援協議会を設置していません。高齢者の住宅問題が課題というのであれば、まずは居住支援協議会を設置する必要があるのではないでしょうか。

（委員）

狛江市が遅れているというわけではないと思います。居住支援協議会を設置している自治体は、全国で１０数か所しかありません。
（委員）

　住宅という点で言うと、現場ではゴミ屋敷の対応が非常に増えていますが、これについては地域包括ケアシステムの中に入っていません。介護保険では、制度上大掃除はやってはいけないことになっているため、現状ではケアマネージャーがボランティアで対応することも多いです。民間の事業者に有料でゴミの処分を頼むと１００万円～２００万円位かかる仕事なのですが、そういう評価が欠けているように感じます。行政はどのように考えているのでしょうか。あまりに無報酬すぎると思います。狛江市にはゴミ屋敷が多く、ケアマネージャーは無償で感染症などのリスクを負っています。
（委員）

　障がい者の制度上も同様の問題があり、やはり同じような事例がありました。環境を整備するのに丸２日かかりました。

（委員長）

　バックアップ体制をしっかり構築していかなくてはならないと思います。

（委員）

　この問題に関しての評価や、対応する仕組みづくりを行っていただかないと、事業所が疲弊してしまいます。

（副委員長）

　私もゴミ屋敷の処理については経験がありますが、ゴミをただ処分すれば良いというわけではなく、本人との関係を構築しなくては話が進みません。担当をきちんと決めて対応する必要があります。
（委員長）

　豊中市では、社会福祉協議会が中心となってこの問題に先進的に取り組んでいます。地域包括支援センターに地域支援コーディネーターを置くなど、仕組みづくりをしていく必要があります。豊中市などの先進市の事例を参考にして、検討していただきたいと思います。
（委員長）

　子ども・子育て会議について、副委員長から報告をお願いします。
（副委員長）

　今年度の狛江市子ども・子育て会議は、第１回委員会を８月に開催します。内容としては昨年度に策定した子ども・子育て支援事業計画の進捗状況の評価を行う予定です。計画の中で年次計画がしっかり定まっているものと定まっていないものがあり、年次計画の定まっていないものについては、進捗状況の評価方法とともに、検討していく予定です。保育園の待機児数も予想以上の数となっているので、それに対する対応策の検討も必要だと考えています。子どもの貧困対策については、計画を見直す中で検討していくローリングの考え方でいます。それには、子どもの貧困が狛江市においてどういう実情にあるのか調査をしていく必要があります。生活保護を受給している児童については把握しているでしょうし、把握してほしいと思っています。スクールソーシャルワーカーの活動の実態については、委員会でも把握する努力をしていかなくてはならないと思っています。
また、障がい児への支援については、家族への支援を含めて、子育て支援の一環としてとらえています。そういった意味で、障がい小委員会とも連携していく仕組みづくりが必要だと感じているところです。
（委員長）
　ありがとうございました。生活困窮者自立支援法の施行が４月から始まっているので、施行後の状況について、次回報告していただきたいと思います。
本日準備しておりました議事はすべて終了しました。本日はこれにて閉会します。
次回、第３回の市民福祉推進委員会は、４ヶ月ほど間が開きますが、平成27年11月24日（火）午後６時30分から防災センター403会議室で開催いたします。本日はありがとうございました。
この後、第１回医療と介護の連携小委員会を開催します。選出された小委員会委員の皆さんよろしくお願いいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（了）
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